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荒川区放課後子ども教室運営業務委託仕様書 

 
 この仕様書は、荒川区が放課後子ども教室運営業務を運営業務受託事業者（以下「受託者」

という。）に委託するにあたり必要な事項を定めることを目的とする。 

 
１ 委託業務名 

放課後子ども教室運営業務委託（宮前にこにこすくーる） 

 
２ 適用期間 

令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで 
（委託期間：令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで） 

 
３ 履行場所 
  宮前にこにこすくーる（荒川区西尾久一丁目４番１７号 尾久宮前小学校内） 

 
４ 施設状況及び概要 
（１）事務室・活動拠点（にこにこルーム） 
（２）活動場所 校庭・体育館等 

 
５ 基本事項 
（１）対象児童 

放課後子ども教室を利用することができる者は、次に掲げる要件を満たす児童とす

る。 
① 放課後子ども教室事業の実施小学校に在籍する児童又は実施小学校に在籍しない

児童のうち実施小学校の通学区域に規定する通学区域内に住所を有する児童であ

って、集団生活が可能である者 
② 区長が特に必要があると認める者 

 
（２）開所日及び開所時間 

① 開所日 
日曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に定める休日、１

２月２９日から翌年１月３日を除く月曜日から土曜日 
ただし、災害等により甚大な被害が発生または予想される場合はこの限りでない。 

② 開所時間 
 ア 授業終了後から午後６時まで 
 イ 土曜日及び学校休業日（区内小学校の長期休業期間、開校記念日、都民の日、区 

内小学校の授業参観等の振替休日、臨時休業日）は、午前９時から午後５時まで  
ウ 区内小学校の長期休業期間中（土曜日は除く）において午前８時１５分又は午前 

８時３０分から利用を承認された児童が在籍するにこにこすくーるは児童が来 
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室する時間から 
   ※開所時間については、今後変更となる場合がある。 

 
（３）休業日 

① 日曜日 
② 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に定める休日 
③ １２月２９日から１月３日 
④ その他区長が特に必要があると認めた日 

 
６ 委託業務内容 
  受託者は次に掲げる事項について実施すること。なお、荒川区放課後子ども総合プラン

実施要綱、荒川区放課後子ども教室事業協力員設置要綱（以下「協力員設置要綱」という。）、

荒川区学童クラブ等における障害児の受入れに関する要綱、荒川区放課後子ども教室運営

業務委託に係る職員配置最低基準（以下「職員配置最低基準」という。）、プラン実施要綱

及び荒川区放課後子ども総合プラン運営委員会等設置要綱（以下「運営委員会等設置要綱」

という。）及びその他の関係法令等に基づき、放課後子ども教室（以下「にこにこすくー

る」という。）の運営を行うこと。 
（１） 運営業務関係 

① 交流活動 

自由遊び、昔遊び等を実施すること。 

② 体験活動 

工作・実験教室、料理教室等を実施すること。 

③ 学習支援 

宿題等の学習の機会の提供、読み聞かせなどを実施すること。 

④ プログラムの実施に関する業務 

指導員による指導のほか、地域ボランティアや地域のスポーツ団体、外部講師等

を活用し、文化・芸術、体験及びスポーツの各分野において、年間８回以上のプロ

グラムを計画すること。なお、指導員以外の外部講師等を活用したプログラムは、

月２回以上実施するよう努めること。 

⑤ にこにこすくーる利用時間中の保護育成及びそのために要する準備等に関する業

務 

開所時間内及び開所時間外において、にこにこすくーるに必要な事前準備や事後処

理の業務を行うこと。 

⑥ 苦情への対応等に関する業務 

行った支援に関する利用者又はその保護者等からの苦情に、迅速かつ適切に対応

すること。また、保護者等から苦情を受けた場合は、速やかに区へ報告し、区と連

携して対応すること。その際、区から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は

助言に従って必要な対応を行うこと。 
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⑦ 学校関係者（学校長、副校長、用務員）等との連絡調整及び打合せに関する業務 
事業の実施場所において児童が安全、安心に過ごせる環境を維持するため、また、

特別な支援を必要とする児童や特に配慮を必要とする児童が安心して過ごすこと

ができるようにするため、学校関係者等と日常的に連携して適切な対応を行うこ

と。 

⑧ 学童クラブ関係者との連絡・打合せに関する業務 

放課後子ども総合プランを実施にしている場合において、学童クラブとの効果的

な事業運営のため、両事業の指導員は日常的に連絡や打ち合わせを行う等連携を

密にし、事業計画の企画・立案から実施まで関わらせる等、連携して行うこと。 
⑨ 地域行事等への参加協力 

地域団体等が主催する地域行事について、「５（２）開所日及び開所時間」以外の

日においても、児童を参加させる等協力するよう努めること。 

⑩ 校区委員会の開催に関する業務 

運営委員会等設置要綱に基づき、年２回以上、校区委員会を開催し、意見・要望等

を集約し、にこにこすくーるの充実を図ること。なお、校区委員会終了後、報告書

を速やかに提出すること。 

   ⑪ 運営向上のための取組 

        児童又は保護者に対し、年１回以上アンケートを実施し、運営の向上を図ること。 

 
（２）管理業務関係 

① 児童の登録に関する業務 
ア にこにこすくーるの利用募集にあたって広く周知を図ること。 

イ にこにこすくーる利用に係る登録申請書類の内容確認、受理・保管、「利用のし 

おり」作成及び配布、「出席カード」の作成及び配布、「参加カード」の作成等、 

登録申請に関する業務を行うこと。 

② 朝時間等利用申請に関する業務 
朝時間等利用申請に関する事務（収受、収受簿の作成、届出内容の確認、承認・不

承認一覧表の管理等） 

③ 児童の参加の確認等に関する業務 
在籍児童の参加確認を行う。また、特に配慮を必要とする児童に対しては、児童に

関する心身の状況や活動状況等について、必要に応じて保護者と情報交換を行う

等の支援に努めること。 

④ 放課後児童事業情報配信システム（スクリレ）の登録・配信 
学童クラブ事業及び放課後子ども教室事業の新規利用児童への登録案内・削除等

及びおたよりの配信を行うこと。 
⑤ 利用児童の安全確保に関する業務 

ア 設備等の安全点検・職員や児童に対する安全確保のための指導・各種訓練や研 
修等の児童の安全確保に関する取組について区が作成した計画書を基に、安全 
計画を策定し、区と事前に協議の上、事業実施年度の４月１日までに区に提出 
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すること。なお、策定した安全計画は保護者・学校・地域・安全パトロール（見 
守り確認業務）・学童クラブ・その他関係施設と共有し、児童の事故防止につ 
なげること。 

イ 火災、地震、水害、不審者の侵入等、緊急時の対応について、学校・警察等と 

の連携、安全対策物品の常備等これに対する不断の注意と訓練をするように努 

めること。なお、防火管理者が定める消防計画に従い、避難及び消火に対する 

訓練は月１回以上行い、訓練の報告書・自衛消防訓練実施結果記録書・自衛消 

防訓練通知書・自主検査表（日常・定期）を作成し、提出すること。なお、作 

成した書類については、以下の期日までに提出すること。 

○ア   訓練の報告書        ：翌月１０日まで 

○イ   自衛消防訓練実施結果記録書 ：翌月１０日まで 

○ウ   自衛消防訓練通知書（年２回）：消防への訓練実施通報前まで 

○エ   自主検査表（日常）     ：翌月１０日まで 

○オ   自主検査表（定期）     ：翌月１０日まで 

ウ 児童の参加から帰宅までの流れ及び児童対応等について業務マニュアルの整 

備し、区に提出すること。 

エ 事故の未然防止に努めるとともに、事故発生時に備え、けがをした場合の応急 

処置や医療機関への連絡体制などの整備及び児童の集団帰宅及び長期休業中 

の教室移動にかかる安全管理等に関すること等児童の安全確保・危害防止に努 

めること。 

オ 児童のけがやトラブルなどの事故があった場合は速やかに区及び当該児童の 

  保護者に報告し、区と連携して必要な措置を講じること。その際、区から指 

  導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な対応を行うこと。 

また、事故報告書を提出すること。 

カ 児童虐待の早期発見に努め、虐待が疑われる児童については速やかに関係機関 
（児童青少年課、学校、子ども家庭総合センター、警察）に報告すること。福 
祉的介入が必要とされるケースについては、関係機関と連携して対応を図るこ 
と。 

⑥ 登録児童台帳の作成及び報告に関する業務 
登録児童の台帳を作成・保管し、毎月１０日までに区に報告すること。 

⑦ 活動記録の管理に関する業務 
にこにこすくーるの運営及び事業活動の記録として、日誌（障がい児等の生活行

動記録表を含む。）、主任業務日誌を作成し、翌月１０日までに区に報告すること。 

⑧ 事業計画、事業実績報告書等の作成に関する業務 

にこにこすくーるの効率的、効果的な運営を図るため、年間事業計画、外部講師等

を活用したプログラムの年間計画、区が指定する実績報告書を作成し区に報告す

ること。 

また、事業者主体で実施する施設内外での行事については、あらかじめ行事計画

書を提出すること（定期的な行事や簡易な外出については前日までに区に報告す
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ること。）。なお、各計画書・報告書ついては、以下の期日までに提出すること。 

 ア 年間事業計画：事業実施年度の４月１日まで 

 イ 実績報告書 ：翌月１０日まで 

 ウ 行事計画書 ：前月１５日まで 

 エ 行事報告書 ：翌月１０日まで 

⑨ 事業協力員の募集・確保及び指導業務等に関する業務 

地域住民の協力を得てにこにこすくーるの充実を図るため、協力員設置要綱に基

づき、事業協力員を募集するとともに、事業協力員ににこにこすくーるの補助を

行わせること。また、事業協力員の日誌兼報告書の管理及び事業協力員実績報告

書の作成し、翌月１０日までに区に報告すること。 

⑩ 各種統計資料等の作成 

区の求める各種調査に協力すること。 

⑪ 履行確認・契約更新等に係る必要書類の提出 

区の実施する履行確認・契約更新等に係る審査・評価等に際し、経理・労務管理・

職員の勤務状況に関する必要書類等を区に提出し、協議を行ったうえ、必要に応

じて指導を受けること。 
⑫ 書類の保管 

以下の書類については、原本を５年間保存すること。 
ア にこにこすくーる登録申請書 
イ にこにこすくーる朝時間等利用に係る書類一式（登録申請書・就業証明書等） 
ウ 自衛消防訓練実施結果記録書 
エ 自主検査表（日常・定期） 
オ 職員採用関係書類（履歴書等） 
カ 職員の勤務状況に関する書類（出退勤記録表等） 
キ その他、区に提出している書類の内、原本を施設で保管している書類 

 
（３）施設・設備・物品関係 

① 使用する施設や付属設備及び物品の保全に関する業務 

区が提供した施設・設備・物品の管理責任を負うものとし、施設等の日常点検を行

うとともに火災、損傷、盗難等の事故防止に不断の注意を払うこと。 

② 使用する教室等施設内における環境整備及び衛生管理に関する業務 

日ごろから施設内の清掃を行い、児童が活動しやすい適正な環境整備を心がける

こと。利用者の使用する設備、食器等又は飲用に供する水について、衛生的な管理

に努め、又は衛生上必要な措置を講じること。事業の実施場所において感染症又

は食中毒が発生し、又はまん延しないように必要な措置を講ずること。なお、必要

な医薬品その他の医療品を備えるとともに、それらの管理を適正に行うこと。 
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７ 職員 

（１）配置 
① 受託者は、「荒川区放課後子ども教室運営業務委託に係る職員配置最低基準」を遵

守した職員を配置し、毎月５日までに、毎月１日時点の職員配置状況を書面にて区

に報告すること。 
② 運営における責任者として、主任を１名配置すること。 
③ 障がい児等特別な支援を必要とする児童の受入れやその他特別な事由が生じた場

合は、区と協議の上、指導員を加配し、速やかに体制整備を行うこと。また、障が

い児加配の職員においては、当該障がい児が帰宅する時間まで責任を持って指導す

ること。 
④ 職員に変更が生じた場合は、書面にて速やかに区に報告すること。 
⑤ 職員の急な休み等があった場合は、本部職員を配置するなど、必ずバックアップの 

職員を配置すること。なお、毎月５日までに、当月のバックアップ体制（バックア

ップに入る予定の職員の氏名、資格及び平時の所属等）を書面にて区に報告すること。 

 

（２）職員区分 

① 主任 

常勤職員かつ放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準第１０条第３

項に規定する資格を有し、児童指導に関する業務経験を２年以上有する職員である

こと。 

② その他の職員 

主任を補佐し、主任が不在のときは、その職務を代理する。 

 

（３）研修等 
① 職員は、児童の健全な育成を図るために必要な知識の習得、維持及び向上に努め

ること。受託者は、職員に対し、その資質向上のための研修の機会を確保するこ

と。 

② 職員は、児童の安全を守るために必要に応じて学校や警察、消防等と連携を図り

訓練を実施し、必要な知識の習得、維持及び向上に努めること。 

③ 区の実施する研修に参加すること。 

 

８ 業務の引継ぎ 
委託期間の満了、委託契約の解除等により、契約を終了した場合は、速やかににこにこ 

すくーる運営業務に関する事務を整理し、区が指定する者に対して当該業務の引継ぎを 

行うこと。 
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９ 業務の負担区分 
にこにこすくーる運営業務の負担区分は、下表のとおりとする。 

項目 業務内容 区 受託者 

事業全般 指導日誌（出欠確認・利用状況）の記録  ○ 

学校等との連絡調整（日々の運営について）  ○ 

関係機関との連絡調整 ○  

上記の確認、協力、指示 ○  

事業計画等の作成 年間事業計画の作成・プログラムの作成  ○ 

上記の確認、協力、指示 ○  

登録申請等の手続

き 

新規登録募集の案内 ○ ○ 

登録申請書等の受付及び報告  ○ 

登録申請書等の確認  ○ 

利用者に対する説明会等の実施 ○ ○ 

登録内容変更事務  ○ 

上記の確認、協力、指示 ○  

消耗品の発注 消耗品の発注・支払  ○ 

消耗品の荷受けと検収  ○ 

指導員等の採用・

労務管理 

指導員等の募集採用及び配置  ○ 

指導員等の出退勤管理  ○ 

給与等の支払い  ○ 

指導員等の健康管理  ○ 

上記の確認、協力、指示 ○  

安全管理・施設管

理 

施設内の清掃  ○ 

事業実施施設内外の点検・報告  ○ 

施設・設備の点検  ○ 

施設の修繕 ○  

毎日の遊具の安全点検・区への報告等  ○ 

キャビネットや座卓等備品（３万円以上）の購入 ○  

物品の修繕  ○ 

区が購入した備品の廃棄 ○  

長期休業中の教室移動の対応  ○ 

事故発生時の対応 ○ ○ 

上記の確認、協力、指示 ○  

その他 都・区等主催の研修への参加  ○ 

地域団体等が主催する地域行事への参加  ○ 

保護者あて各種文書の作成・配布 ○ ○ 

都・区等の調査協力 ○ ○ 

上記の確認、協力、指示 ○  
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項目 業務内容 区 受託者 

その他 事業協力員の募集・確保  ○ 

活動日誌の作成等謝礼の支払いに必要な事務  ○ 

事業協力員への支払い ○  

 

10 委託料 
（１） 障がい児加算経費 

障がい児等特別な支援を要する児童の受入れに係る経費については、加配実績に 

応じた単価契約とする。単価については下表のとおり。 

区分 単価の上限 予定数 

にこにこすくーる 補助員 1 人当たり 

月額 197,816 円 

※3 月分のみ 197,824 円 

延〇人（1人×１２ヵ月） 

（２） 処遇改善経費 
別紙「処遇改善分委託料について」のとおり。 

（３） 支払方法 
   契約金額の支払いについては受託者の請求により、月額払いとする。 

（４） 経理の明確化 
① 委託料の経理にあたっては、受託者が行っている他の事業と経理を明確に区分し

ておくこと。 
② 委託料の経理関係書類を契約期間終了後、５年間保管すること。 
③ 区は、委託料の経理関係書類の確認をするため、受託者に対し、下記の提出を求 

めることができる。なお、受託者は、区が定める期日までに書類を提出すること。 
 ・法人決算書 
 ・委託料決算書 
 ・労働者名簿 
 ・雇用契約書の写し 
 ・職員勤務状況 
 ・賃金台帳 
 ・給与体系 
 ・有資格者の資格証 

 
11 その他 
（１） 児童福祉法第３３条の１０各号に掲げる行為その他当該利用者の心身に有害な影

響を与える行為を行わないこと（虐待等の禁止）。 
（２） 業務の実施の過程で取得した個人情報及び知り得た個人の秘密を保護するために、

契約書に定め 
る個人情報等の保護の規定を遵守すること。 

（３） この仕様書に定めのない事項については、その都度協議のうえ決定するものとする。 
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別紙 
処遇改善分委託料について 

 
（支払い方法・金額について） 
荒川区学童クラブ運営業務委託に係る職員配置最低基準及び荒川区放課後子ども教室運

営業務委託に係る職員配置最低基準に基づく最低配置人数に応じて、以下の式により算出さ

れた金額（放課後子ども教室は税込みの金額）を委託料に上乗せして概算払いする。 

 
最低配置人数×11,000 円×12 月  

 
（処遇改善に係る計画書・実績報告書の提出について） 
 区から指定された様式にて処遇改善に係る計画書、実績報告書を作成し、賃金台帳の写し、

給与規定等各職員の賃金改善額及び勤務時間が確認できる書類を添えて、区の定める期日ま

でに提出をすること。 

 
 
（処遇改善分委託料の精算について） 
 概算により支払われた処遇改善分委託料は、実績報告書に基づき精算を行う。 
「放課後児童支援員等処遇改善臨時特例事業実施要綱」（子発 1223 第１号）の補助基準額

に準じて算出した額が、処遇改善分委託料に満たない場合には、その差額を返還すること。 
 なお、以下の１から５の要件を満たすことができなかった場合には、特段の事情がない限

り、支払われた処遇改善分委託料の全額を返還すること。 

 
１ 令和４年２月から職員に対する賃金改善を実施し、その水準を維持すること。ただし、

令和４年３月以降に運営を開始した学童クラブ及び放課後子ども教室は、運営を開始し

た月から賃金改善を実施すること。 
２ 賃金改善に係る計画の具体的な内容を職員に周知すること。  
３ 賃金改善分の人件費は、職員の賃金改善及び当該賃金改善に伴い増加する法定福利費等

の事業主負担分に全額充てること。  
４ 賃金改善が、賃上げ効果の継続に資するよう、最低でも賃金改善の合計額の３分の２以

上は、基本給又は決まって毎月支払われる手当の引上げにより改善を図ること。  
５ 改善を行う賃金項目以外の賃金項目（業績等に応じて変動するものを除く。）の水準を

低下させていないこと。  
 


